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１．はじめに 

現在，川田テクノシステム株式会社（以降，当社）に

ICT※ソリューション部が創設されて 4 年目になる。ICT
ソリューション部は，新たな事業を立ち上げるための商

品サービスの企画，開発を使命としている。部門創設 3
年間の活動と今後の活動について報告する。 
※ICT：Information Communication Technology の略。情 

報・通信に関連する技術一般の総称である。情報

の共有化という点において，ICT は IT に比べても

一層ユビキタス社会に合致した表現である。 

 
1.1 情報産業の潮流 

ICT ソリューション部設立には，当社として情報産業

の変化にどのように対応して行くのかという課題と，そ

の背景にある情報産業の潮流が大きく関係していた。 
ここ 30 年の間で情報産業には大きな変化があった。情

報産業の中心は，ハードウェア時代，ソフトウェア時代

を経てサービス時代に入ったと言われている（図-1）。

各時代の衰退期には，高価な商品が低価格化・普及品化

する”コモディティ化”による付加価値の低下と普及拡

大が顕著に表れる。昨今話題となっている「ネットブッ

ク」と呼ばれる低価格パソコンは，かつてのハードウェ

ア時代の終焉を印象付けた事例である。ソフトウェア時

代についても終末を予感する状況が既に現れている。ソ

フトウェアの文房具化（電子文具と呼ばれる），低価格

化により書店やホームセンターの店頭にもソフトウェア

パッケージが並んでいる。さらに Google を筆頭にインタ

ーネットサービスを提供する企業がビジネスソフトの無

償提供を始めている事例もある。これは直接ソフトウェ

アに付加価値を求めるのではなく，運営するサービスの

付加価値として捉えるサービス時代の動きである。この

傾向は，情報産業全体が「クラウドサービス」に大きく

舵を切り始め，加速している状況に表れている。クラウ

ドサービス（インターネットを図示する時に「雲」で表

すことに由来する）は，サービス時代の成長期の訪れを

思わせる大きな変化である。会社法（内部統制への対応），

会計基準など企業の基幹業務を取り巻く環境変化は膨大

な IT（Information Technology の略）関連への投資を呼

び，基幹業務の標準化が進行した。その後「リーマンズ

ショック」以降の消費低迷，企業業績の悪化により，企

業の IT 関連投資は激変し，本業回帰，投資集中などの動

きの中で IT は投資抑制対象になった。一連の動きの中で，

IT に求められていた競争力強化や差別化も，環境変化に

よってコモディティ化して来たと考えられている。クラ

ウドサービスは，このような状況に「企業競争力に影響

しない IT システムのコストダウン」という新しい提案と

なり，企業 IT システムの「所有」意識を「利用」に置き

換える変化を生み出している。 

 
図-1 情報産業の地位新事業の変遷 

※ASP  :Application Service Provider の略。インター

ネットを通じて，アプリケーションを顧客に提

供する事業者のこと。 

※SaaS：Software as a Service の略。ソフトウェアの機

能のうち，ユーザが必要とするものをサービス

として配布し利用できるようにしたソフトウェ

アの配布形態。 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア 

サ
ー
ビ
ス 

メインフレーム    

ワークステーション パソコン ネットブック

Windows  Linux ネットOS

ASP※ SaaS※･･･クラウド 

～ 30年 ～ 



特集 ICT 部門 3 年間の歩みと今後の活動 
 

 
川田技報 Vol.29 20102 

1.2  ICT ソリューション部の設立（IT から ICT へ） 

当社は，建設業界向けのソフトウェア販売を中核事業

としているが，公共投資の抑制，近年の経済状況も影響

し，商品価格の低下，出荷数が平準となり，成長は鈍化

している。この傾向は，まさしく情報産業の変化と同調

している。当社が成長を続けるために事業構造の大きな

転換を行う時期にあり，その目標が部門名である ICT に

なっている。 
「IT」という言葉は，数年前まで主流であったが，既

に「死語」になりつつある。「IT」とは情報流通の視点

からは静的なイメージであり，ハード，ソフトウェア時

代にフィットしていた言葉である。近年使われ始めた

「ICT」は，「C（コミュニケーション）」が加わったこ

とで，「動的」な意味合いを持っている。サービス時代

に入った情報産業にフィットするのは明らかに「ICT」で

あり，より多くの情報の動き，流れを生み出すことが事

業成否を決定することを表している。このような時代を

背景に創設された ICT ソリューション部は，ハード，ソ

フトと言った静的なものではなく，情報の流通に着目し

てサービス時代の潮流の中に事業を立ち上げる活動を行

っている。 

２．第 1 期「創生」，CALS に向けたサービス 

 ICT ソリューション部の活動は，普及期にあった

CALS 商材を中心にスタートし，V-nas，電納ヘルパーな

どの電子納品に向けた商品パッケージを開発した。国土

交通省では電子納品に続き「情報共有」の実現に向け様々

な活動が開始された時期であったことや，ICT ソリュー

ション部が目指すサービス事業の構築に合致していたこ

ともあり，CALS に対する総合的なサービスの提供を目

指して，情報共有システム「basepage」を開発した。 
 

2.1 国土交通省の「情報共有」推進状況 

国土交通省は CALS を推進し，電子納品などで一定の

成果を収めた。さらに CALS の一環として「情報共有」

を推進している。当社が提供する情報共有サービス

「basepage」も国土交通省の動きに呼応して開発してい

る。これまでの活動は以下の通りである。 
・平成 18 年 3 月に国土交通省 CALS/EC アクション

プログラム 2005（AP2005）が策定された。これにより，

さらなるコスト縮減，品質確保，及び事業執行の効率化

を図ることが記載され，「(1)情報交換」に加えて「(2)情
報共有・連携」及び「(3)業務プロセスの改善」を重点的

に取り組むことが掲げられている。情報共有に関しては，

「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機

能要件（案）」（以下，機能要件）Rev1.1 が公開されて

おり，当社は，これに呼応して，機能要件 Rev1.1 に対応

した情報共有システムを構築し，サービス提供を開始し

た。 
・平成21年3月に国土交通省CALS/ECアクションプロ

グラム2008（AP2008）が策定された。これまでのアクシ

ョンプログラムの成果を踏まえ，工事生産性の向上（コ

スト縮減，スピードアップ化），維持管理の効率化，透

明性の確保を図る観点から，ICT技術を活用した建設生産

システム（社会資本監理システム）を構築すると記載さ

れている。情報共有に関しては「情報共有システムの利

活用により，発注者・受注者間のコミュニケーションの

円滑化を図る。」という記述があり，情報共有システム

の利活用が具体的に表現されたものとなっている。また，

情報共有システムの機能要件も改訂されRev2.0として素

案が公開されている。これに伴って，当社もシステムを

段階的に改修している。 
・平成21年度現在，国土交通省では，ASPを利用した

情報共有に関する実証実験を各整備局で100件程度を実

施することを新聞発表しており，情報共有の推進が実現

しつつある。当社においても実証実験に参画して実績が

出始めている。

 

図-2 国土交通省の情報共有の目的，仕様の変遷 

Rev1.1 AP2005
●目的：組織間事業段階間で公共事業に関する情

報の交換，共有，連携を図り，コスト縮

減，品質確保，事業執行の効率化を図る。

●主な機能要件事項： 

工事施工中に受発注者間で発生する情報

をインターネットで交換・共有するシステ

ムとして必要な機能を定めたものである。

・書類決裁機能 

・スケジュール機能 等 

Rev2.0 AP2008
●目的：AP2005 の成果を踏まえ，工事生産性の向

上，維持管理の効率化，透明性の確保を

図る観点から，ICT 技術を活用した建設生

産システムを構築する。 

●主な機能要件事項： 

Rev1.1 に関して，説明不足であった事項

（情報共有システムの利用目的，効果，役

割）を明確にした他，実証実験等で得られ

た意見等を元に必要な機能を追加した。 

・情報共有間情報連携機能（XML 交換機能）

・ワンデーレスポンス機能 等 

・AP2008 で検討予定である民間システムとの情報

連携を図るためのルールの構築 

・Rev2.0 をもとに行なう実証実験の結果を反映し

た本運用に合わせた機能要件の整理 

・国レベルから自治体レベルへ展開（実証実験）

その後の情報共有に関する動向予測 
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2.2 当社の情報共有システムの開発状況と現状の活動 

当社では情報共有システム「basepage」のサービスを

提供して3年になる。これまでに国土交通省が要求するシ

ステムに適合するため3回に渡り段階的にシステム改修

を実施している。国土交通省が実施する情報共有実証実

験は，機能要件に準じたシステムを採用することが定め

られており，basepageを改修し，機能要件への対応を行

った結果，2つの地方整備局の実証実験に採用されている。

ただし，国土交通省が情報共有の機能について標準化を

目指していることもあり，同様のシステムを提供するベ

ンダ間の機能的差異，特徴が薄れ，低価格競争となって

いるのが現状である。さらに，国土交通省の情報共有機

能要件を満たすシステムは，11社（2009年7月現在）存

在しているが，実証実験期間中の実績確保が本格的な運

用時の採用に影響するため，各ベンダが 鎬
しのぎ

を削る状況と

なっている。実証実験段階という過渡期でもあり，情報

共有システムの改修は今後も発生するが，スピード感の

ある対応が必要となっている。 
 国土交通省の CALS 推進活動（地方展開）により，都

道府県等の自治体にも普及が進んでいる。現在，ほぼ全

ての都道府県で電子納品が実施され，情報共有の普及期

に入っている。都道府県では電子納品を含め，国土交通

省とは異なる独自の仕様や，既存の行政システムとの連

携を目指すなど，個別の運用環境が指定される局面が多

く，地域の通信事情なども含め，情報共有システムへの

要求は多様化している。そのため，自治体向けのサービ

スは大手 SI ベンダ，電機ゼネコン系が供給することが多

くなっている。このような中で，国土交通省の実績によ

り，当社でも一部自治体の情報共有システムに採用され，

サービスを提供している。 

３．第 2 期「ポスト CALS」，新たなサービス創出 

3.1 ポスト CALS の着想 

官公庁が発注する設計，工事について，業界全体の効

率化を考えた標準化は必要な活動である。しかしながら

標準化は商品やサービスの付加価値をコモディティ化す

るため，競争する企業にとってはデメリットにもなる。

CALS 普及に伴い，このような変化が生じ始めている。

ICT ソリューション部としては CALS と言う特定の需要

だけに着目することは許されなくなってきた。当社は

2005年よりCALS需要に向けてサービスを提供してきた

が，営業活動，情報収集および，CALS への対応によっ

て培ってきたノウハウ，さらに basepage を実現する高可

用性，高セキュリティな運営基盤は，国土交通省の推進

する情報共有以外にも十分に活用できることが分かって

きた。その背景には多くの変化が存在している。例えば，

建設業界では電子納品に端を発した情報の電子化が拡大

している。工事写真 1 つを取ってもデジタルカメラの普

及は明らかである。また，建設業界外に目を向けると，

重要な社会インフラとなった通信環境の充実，携帯電話

を中心としたモバイル，ユビキタス環境の充実，情報通

信サービスの拡大など，ICT サービスの可能性を広げる

環境変化が見て取れる。このような環境変化に対応する

技術要素を開発することで，CALS 以外の ICT サービス

の提供を目指した活動を開始した。 
 

3.2 新たなサービスにチャレンジ 

CALS 以外の情報共有サービス創出のため，「モバイ

ル＆ユビキタス」，「応用分野が広い技術」の 2 つの指

標を掲げ，技術養成を兼ねてプロトタイプサービスの開

発を行ってきた。主な開発内容は，図-3 の通りである。 

 
※RFID：Radio Frequency Identification の略。微小な無線チ 

    ップにより人やモノを識別・管理する仕組み。 

図-3 プロトタイプ開発テーマ 

 
 携帯電話を例にすると，メールはごく一般的なものだ

が，単なるメールの送受信ではなく，共有情報の収集や

データの更新の手段としてメールを利用することを検討

した。これに多機能携帯電話の機能を組み合わせると，

様々なサービスが生まれる。メールによるブログの更新，

ホームページの更新，写真添付による情報の拡張，位置

情報を組み合わせた各種報告，点検などの業務システム

へと発展する。これらのサービスを basepage の運用基盤

を利用して，実際の利用環境で検証を行ってきた。 
要素技術開発の後の営業活動により，さまざまな用途

へのフィッティングが行われ，具体的なサービスの開発

に至ったものが幾つかある。これらのサービスは既存の

ソフトを活かすもの，新たに開発した要素を利用したも

のなどがあり，ICT のサービスメニューを大幅に拡張す

ることができた。新たにメニューに加わったサービスを

表-1 に示す。これらのサービスコンテンツは，ユーザ企

携帯電話 

プラットホーム   利用技術    サービス 

メール 

Web 

写真 

GPS 

バーコード 

DB 

RFID 

通信 

PDA(携帯端末) 

メールブログ 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更新 

点検／報告 

携帯basepage

資産管理 

在庫管理 

点検／報告 
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業，団体と共同でより効果的なサービスにすべく，仕様

の検討，開発を継続している。一部のサービスは既に本

稼働し，効果を発揮している。 
 

3.3 新サービスの概要 

情報共有サービス basepage のインフラを利用して実

際に稼働しているサービスの概要を表-１に示す。 
表-1 新サービスメニュー 

項目 サービス概要 利用者 
建設ソフ

ト ASP 提

供 

既存ソフトを活かし，建設現場

向けの計算システムを公開（使

いたい時だけ使う） 

建設会社

コンサル

建設工事 
情報共有 
書類管理 

注目を集めた「ワンデーレスポ

ンス」対応コンテンツ，ワーク

フローと組合せて提供 

発注者 
建設会社

建設会社

間 BCP※ 

大規模災害発生時の事業継続

計画で資機材の貸与，出動，一

斉指示を実現するサービス 

建設協会

建設会社

車両運行

管理 
GPS 端末から一定間隔で送信

される情報をサーバーで取得

し地図上にプロットして車両

の位置を特定し，軌跡の監視を

実施するサービス 

建設協会

建設会社

災害情報

共有 
災害時でも情報通信できる可

能性が高いメールを活用し，災

害関連情報発信と情報管理を

行うサービス 

建設協会

発注者 

RFID 
情報管理 

管理対象物が地理的に分散し

ている場合の RFID の利用，携

帯端末を利用した情報収集，取

得サービス 

企業 

HP 作成 
住民説明 

建設現場の状況を住民へ発信

する手段として工事現場のホ

ームページを簡単に作成し住

民説明の実施を支援，携帯電話

からの更新サービス 

建設会社

CO2 算定 工事見積もりを利用して CO2
排出量を算定するサービス 

建設会社

入札図書

ダウンロ

ード 

basepage を利用した限定受注

者向けの入札図書ダウンロー

ドサービス 

自治体 

※BCP：Business Continuity Plan の略。企業が安定的

な業務遂行のために取り決めた管理運営方針の

こと。 

 

・建設ソフトの ASP 提供（図-4） 

KTS・SUCCES シリーズの「仮設計算」の ASP サー

ビスである。足場，型枠，重機乗入などの計算をソフト

の購入あるいは調達することなく計算することができる。

企業にとって現場ごとに必要なソフトを調達，購入する

ことは，資産管理や費用面で大きな負担となっている。    
本サービスは，ASP で「仮設計算」システムを提供す

ることで企業のコスト削減を支援している。ASP で提供

できる計算システムは，計算処理負荷が小さいことや結

果（印刷物）の量が少ないこと，入力項目が比較的少な

いことがサービス構築上の制限となるが，現場で使用す

る多くのシステムはこの範囲内にあるものと考えられる。

現場におけるコスト削減が要求される中，効果的なシス

テムとして普及・展開する価値の大きいサービスと考え

ている。今後，現場の意見や要求事項を収集し，新たな

サービス提供を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 basepage・仮設計算サービス 

 
・災害情報共有（図-5） 

地震や大雨などの災害時は，河川や道路などインフラ

の被災状況をできるだけ多くの情報を正確かつ効果的に

把握・整理し，関係機関に連絡，指示を行うことが要求

される。本サービスは，これらの要求に対して以下の機

能を提供することで，災害時の情報収集および，その復

旧の指示等を支援するためのサービスである。 
＜多くの情報を送信＞ 

災害時にパトロールを行う会社が携帯電話のメールで

位置情報，写真，被災状況を送信する。普段使い慣れた

携帯電話という通信機器を用いることで災害時にも円滑

に多くの情報を送信することができる。 
＜情報の正確かつ効果的な把握＞ 
 簡易 GIS※により地図上に収集した情報と位置がプロ

ットされることで視覚的な状況判断が可能である。災害

の有無や災害の種類などによって GIS 上に表示するシン

ボルを変更することができる。 
※GIS：Geographical Information System の略。地図デ 

    ータ上に様々な情報を重ね合わせて表示・編集し 

たり，検索・分析するシステムのこと。 
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＜関係機関に連絡指示＞ 
 本サービスでは，予め登録している関係者への一斉メ

ール送信が可能であり連絡や指示を容易に実施できる。  
また，情報の送信先の情報（会社名，電話番号および

メールアドレス）が画面に表示されるので，改めて連絡

先を調べることなく送信先に指示を出すことができる。

本サービスは既に幾つかの建設業団体で本運用あるいは

仮運用されているほか，地方自治体においても一定の評

価を得ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 basepage・災害情報共有サービス 

 
・現場ホームページサービス（図-6） 

 地域住民向けの工事現場ホームページを作成するため

のサービスである。専門知識がなくてもホームページの

作成，更新，公開が可能である。これまでホームページ

の作成にあたっては，構築（公開環境の整備）やホーム

ページ作成業者との打合せに時間と費用を要していた。

また，現場において，日々の作業状況の情報更新が必要

であり現場技術員の大きな負担となっていた。本サービ

スは，予め用意した入力枠とファイル添付を実施するだ

けでホームページを構築し，地域住民へ情報を発信する

ことができる。これまで数十箇所の現場でこのサービス

が採用されており，定量的な効果として，約 6～８割程度

のコスト削減につながっている。 
 現在，このサービスで提供できるホームページは，画

面バリエーションがなく，入力枠の数にも制限があるた

め，今後は利用者からの要求事項を踏まえ利用促進につ

ながるサービスに向けた改修を検討している。 
 
・携帯ブログサービス（図-7） 

携帯電話のメールから写真付きのブログを投稿するこ

とができるサービスである。本サービスは，職場間の情

報交換および情報発信として活用できるほか，現場日誌

や営業日誌のような日常業務の報告を効率的に実施する

手段としても活用できる。 
ブログへの投稿は，パソコンを用いるだけでなく，携

帯電話のメール機能を用いても情報を投稿できる。建設 

 
図-6 basepage・ホームページサービス 

 
現場に着目した場合，携帯電話での情報発信は作業の多

くを野外で実施する現場技術員にとって時間的，空間的

な制約を受けずに情報を発信することができるため非常

に負担が少なくなる。また，投稿された情報は，本部や

関係者が閲覧することができるため常に現場の様子を把

握することができる。そのため，結果的により良い現場

環境の構築につながる。また，付加機能として，メール

投稿に 2 次元バーコードの利用ができるなど基礎技術の

活用を行なっている。今後，蓄積した情報を報告書とし

て作成できるなど情報の実利用を目的にした改修を検討

している。 

 

図-7 basepage・ブログサービス 

 
・資産管理サービス（図-8） 

RFID を用いた資産管理サービスである。Web ブラウ

ザ上及び，PDA 等で，RFID の Read/Write（情報受送信）

を行うことができる。RFID を用いた資産管理は，管理を

確実かつ効果的に実施できるほか，検索作業やデータ処

理作業を円滑に実施することが可能となる。資産管理サ

ービスを ASP で実施することは，資産情報を必要とする
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利用者が多様な場合や，企業間あるいは官民間を越えた

資産情報の共有を行う場合に効果を発揮する。 
建設業において RFID を活用した資産管理として，資

機材の貸出し返却の管理や現場への入退管理がある。ま

た，主要なインフラに対して RFID を用いた資産管理を

行うことで管理コストの軽減が期待できる。本サービス

は以下の機能を有しており，効果的な資産管理が可能で

ある。 
＜台帳一覧による管理＞ 

資産管理している情報を台帳形式で一覧表示す。「カ

テゴリ」というフォルダ階層を管理することで，情報分

類や検索を容易に実施することができる。 

＜地図による管理＞ 

RFID で取得した場所情報を元に地図上のシンボルと

して表示する。シンボルは，管理すべき資産の種類や内

容などにより分類することができる。これにより資産が

どの場所にどの状態であるか視覚的に判断できる。 

＜棚卸管理＞ 

RFID を貼り付けた資産をリーダで情報を収集するこ

とで資産の棚卸を瞬時に実施することができる。貸出し

ていない資産のうち，リーダで認識できなかった資産を

一覧で表示するため，紛失等が存在した場合，容易に発

見することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 basepage・資産管理サービス 

 

・CO2 算定サービス（図-9） 

市販されている建設向け積算ソフトの情報を利用して

CO2 排出量を算定し，組合せや材料の見直し等による比

較検討ができる。原単位には土木学会，建築学会の情報

を利用している。 
本サービスは，工事の初動段階において算出する CO2

排出量に関する資料を容易に計算し，出力することがで

きる。CO2 排出量を算定する数量（材料）を CSV ファ

イルから取得することができるため，数量の編集や追加

が容易に実施できるほか，他のシステムの情報も取得す

ることができる。その一方で 1 工事あたりの利用機会が

少なく，サービスとして十分な利用が実施されていない

ため，サービスを拡張すべく，適応範囲の拡張や算出事

項の拡張を計画している。 

 
図-9 basepage・CO2 算定サービス 

 

４．第 3 期 これからサービス事業 

SaaS，クラウドの普及など，環境変化が加速している

状況で，ICT ソリューション部は，既存サービスの派生，

多様化によって，サービスメニューの拡大を行っている。

これまで開発してきたサービスコンテンツには適用範囲

が広い技術要素があり，これらを用いてさまざまな業務

に派生させている。また，CALS 関連の需要は，普及期

にあり，より幅の広いサービスが必要になっている。国

土交通省の要求事項だけでなく，自治体の行政システム

との連携を含めた総合的なサービス提供に向け活動して

いる。 
 

4.1 既存サービスの展開（既存サービスから派生した新

たな提案） 

・除雪作業情報共有 

災害情報共有サービスは，情報管理システム，携帯電

話，メール，GPS といった要素で構成されている。これ

らの要素は，他の業務にも適用できる汎用性を持ってい

る。この特徴を活かし，積雪が多い地域向けに「除雪作

業情報共有サービス」を構築した。 
豪雪地における除雪作業の実施状況を的確に判断する

という要求は積雪の多い地域では高くなっている。その

要求に応えるため災害情報システムを利用し，実証実験

を行っている。除雪を担当している建設会社の作業状況

を収集し，発注者が適切な作業費用を支払うための仕組

みを検証している。 
・道路パトロール情報共有（実運用） 

 地域の建設業協会が実施している定期道路パトロール

の報告，情報管理のサービスを実際に提供している。災

害情報共有をカスタマイズし道路パトロール向けに改良

している。道路および道路付属物の破損や損傷に関する
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報告が行われている。 
・道路クリーン作戦情報共有（実運用） 

河川や道路の美化運動，地域住民とのコミュニケーシ

ョン活動など，建設業が主体となって実施している活動

の一環として管内の幹線道路を中心に，空き缶・空き瓶

のゴミ拾いや，枯葉等の清掃活動を行っている地域があ

る。このような活動報告に災害情報共有サービスを改良

して利用している。清掃作業に加え，どのような作業を

実施しているかを管理者が確認できるほか，実施結果を

一覧表で整理し，最終的にゴミの収集量を定量的，視覚

的に確認することが可能になった。 
・災害時情報共有（実運用の成果） 

既に稼働中の災害情報共有サービスは，災害を想定し

た実証実験を行っているものの，現実の災害によるサー

ビスの検証が必要だった。平成 21 年夏に本サービスを利

用している地域に大雨洪水注意報が発令され，自治体と

災害協定を締結している建設業協会が道路パトロールを

行った。その際に道路および道路付属物の破損や損傷に

関して本システムにより被災状況が収集され，成果を上

げることができた。パトロール中の情報が携帯電話から

報告され，写真，GPS 機能により，パトロールルート，

軌跡が GIS 上で確認された。その中で，被災箇所，問題

が無かった箇所が一覧され，災害発生箇所においては，

復旧までの様子および，作業後状況が報告され，自治体

への報告が行われた。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 basepage・災害時情報共有サービス 

 

4.2 CALS 総合的サービスの展開 

当社では CALS に関するサービスとして「情報共有シ

ステム（basepage）」および，CAD，電子納品ツールの

提供を行ってきた。これらのサービスは国土交通省の

CALS アクションプログラム上は，一部のサービスを提

供していたに過ぎない。CALS の基本は電子化であり，

建設行政プロセスの中で，情報が密接に関係している。

そのため最適な提案を行うためには，対応範囲を広げ，

総合的な CALS サービスを提供する必要があった。幸い

にもこれまでの CALS 関連の実績により，自治体の発注

関連のシステム開発の機会を得て，これを当社のサービ

ス基盤上に構築することができた。同様に電子納品後の

情報管理についても自治体の要求に対応できるシステム

開発を行っている。以下にその概要を示す。 
 
・設計図書等ダウンロードサービス 

本サービスは，情報共有システムを運営するサービス

基盤を利用して，入札用設計図書等のダウンロードサー

ビスを実現したものである。CALS では，発注，調達段

階といった上流フェーズから電子化することが最も効果

が高いとされ，本サービスの実現によって，初期段階か

ら CALS を考慮した業務プロセスを実現することが可能

となる。入札図書等の電子配布は，CALS の基本である

情報の高度な再利用性を実現する上流のサービスであり，

既に多くの自治体でも導入事例がある。ただし，再利用

効果が期待できるその後の公共工事業務プロセスまで，

一貫した情報利用サービスの実現例は限られている。本

サービスは，官公庁が実施する公告用設計図書の円滑な

配信を低コストで実現し，下流フェーズである工事施工

中の情報共有，更には電子納品の支援と，広範囲な業務

プロセスに対応する新たな試みとなった。ICT ソリュー

ション部が目指す CALS 総合サービスのイメージは（図

-12）の通りである。 
このサービスは，2008 年度 1 自治体に実施しており，

現在，3 自治体が費用対効果の点で効果的であるとの評価

があり実施に向けた体制，環境等を準備している。 
 

・電子納品保管管理システム 

CALS における最終フェーズとして電子成果品を保管管

理する仕組み（保管管理システム）がある。保管管理シ

ステムとは，官公庁が請負者から提出される電子成果品

の管理を省スペースで行うことを目的とするほか，維持

管理業務，類似業務の発注や災害時の情報収集を効果的

に実施する役割がある。この最終フェーズのシステムを

構築することで，CALS 業務の一連の流れに沿った様々な

技術提案や導入提案が実施できるようになる。構築にあ

たっては，既存の電子納品支援ソフトの技術，CAD で培わ
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れた表示閲覧技術（図面ビューア等）および GIS 情報表

示技術を結合することで実現可能となった。これまでの

導入モデルとして市町村共同利用型があり，高い費用対

効果を実現している。 

 
図-11 電子納品保管管理システム 

 
4-3 新たな技術開発 

・携帯電話利用サービスの拡大と課題 

携帯端末は，その性能や機能が，驚くべきスピードで

進化している。携帯電話の商品サイクルは半年と言われ，

開発から製品テストが完了する前に，次の製品の開発が

始まる状況である。携帯電話は単なる「電話」ではなく，

通話以外に利用する生活や仕事の必需品となっている。

ハード的な進化以外にも，ソフト面においても各種のソ

フトウェア，音声，映像などさまざまなコンテンツが生

まれ，用途の多様性を実現している。現在では，携帯コ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ンテンツビジネスが情報産業における重要な位置を占め

る状況となっている。 
当社が提供するサービスにおいても携帯電話を利用す

るものは増えている。現在，携帯電話を利用しているサ

ービスは下表の通りである。 

表-2 携帯電話を利用したサービス 

サービス名 携帯電話の用途，利用機能 
・basepage 基本サー

ビス 
・ホームページ 

basepage を携帯電話から閲

覧するサービス，携帯電話の

Web 閲覧機能を利用 
・災害情報共有 
・道路パトロール 
・除雪情報管理 

調査，作業等の地域情報を携

帯電話を利用して basepage
にデータ収集するサービス，

携帯電話のメール，写真，GPS
機能を利用 

・携帯ブログ 
(メールブログ) 

basepage チーム向けのブロ

グサービス，携帯電話のメー

ル，写真，バーコード機能を

利用 
 
携帯電話は，「携帯性が高い」，「通信エリアのカバ

ー率が高い」，「多くの機能を装備している」情報端末

である。機能と通信の組合せから用途範囲が広がってい

るが，その利便性の裏には，幾つかのトレードオフが存

在している。「情報表示能力が低い（画面が小さい）」，

「機能の多さに比例して操作メニューが増え，階層化し

ている」，「単純なボタン操作構造のため，操作手数が

多い」などである。これらの問題は当社のサービスでも

ユーザビリティの低下原因となっており，対策が必要と

なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フェーズ 

サービス 

期待効果 

公告・入札        業務・工事期間(情報共有)          完了(電子納品) 

 

官公庁 

入札公告 
入札用設計図書等

DLサービス 
情報共有 
コンテンツ

電子納品 

インターネット 

発注者 入札参加 
希望者 

発注者 受注者 発注者受注者 

設計図書 

情報の高度利用を実現する一貫システム 

情報交換の

迅速化 

ユビキタスへ

の対応 

電子納品・品質精

度の向上 
ワンデー 
レスポンス 

官公庁サーバー

負荷の軽減 

資料入手の簡素化， 
コスト削減 

CALS/ECの推進 

図-12 CALS 総合サービスのイメージ 
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・携帯電話アプリケーションの開発へ 

携帯電話の操作性を向上させるためには，専用のアプ

リケーションを開発する方法が最も有効な手段となる。

携帯電話アプリケーションは，携帯電話会社との契約，

アプリケーションの審査など多くのプロセスが必要とな 
り，新しいサービスをタイムリーに提供するためには障

害となっていたが，携帯電話を利用したサービス提供を

行う過程で，携帯電話企業との協業機会が増え KDDI 株

式会社よりソフトウェア開発の協力を得ることができた。 
今回，当社のサービス開発では KDDI 株式会社が提供

する「ケータイカスタムキット」を利用してアプリケー

ションを開発した。同キットは，携帯電話の画面生成，

内部機能をコントロールするためフレームワークである。

メール送信，写真撮影，GPS 情報取得などをコントロー

ルするアプリケーションを簡単に作成することができる。 
また，アプリケーションの取得先（Web サイトの URL）

のバーコードを生成するツールなどが付属している。 

 
図-13 ケータイカスタムキット付属バーコード生成アプリ 

 

KDDI 株式会社が提供する「ケータイカスタムキット」

は，当社が提供するサービスで利用する携帯アプリケー

ションを簡単に作成し利用できる環境を実現した。携帯

電話にベースソフトをインストールし，機能をコントロ

ールするタグ形式のファイルを作成することで携帯コン

テンツの構築が実現できる。 
 
 
 
 

 

図-14 ケータイカスタムキットによるアプリ利用イメージ 

携帯電話内部の機能は非常に多く，そのコントロール

も多岐にわたる。「ケータイカスタムキット」でコント

ロールできる主な内容は，表-3 の通りである。 
インターネットを利用したサービスにおいて，携帯電

話への対応は一般的な業務ソフトウェアが対応する動作

環境と同様に，不可欠となっている。携帯電話のアプリ

ケーションが簡単に作成できる環境も整いつつあり，そ

の利便性を活かしたソフトウェア開発を行う予定である。 
 

・建設業 BCP の支援サービス 

BCP（Business Continuity Plan）は，総務省，国土

交通省の後押しもあり，建設業界に浸透しつつある。当

社としては，basepage など災害時にも可動性が高い IT
インフラを保有しており，これを利用したサービスによ

って BCP の支援を行う予定である。 
表-3 携帯アプリによる制御内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
IT 技術と建設会社の情報収集能力を融合することで，

混乱しやすい災害時の情報を円滑かつ確実に収集，管理

するサービスには有効性があると考えられる。災害時に

情報共有を行うシステムは，これまでも官公庁で導入さ

れているが，官公庁内に配置されたサーバーで情報管理

されることが多く，被災地域でパトロールや作業を実施

する建設会社が情報を取得することは困難になっている。

当社で提供している災害情報共有本サービスは，既に構

築されているパトロール網を活用し，民間主導で情報収

集できる環境となっているため，関係者すべてが情報を

発信，取得することができる。 
当社としては災害情報共有サービスをベースとして，

＜画面コントロール＞ 
フォーム入力画面作成 
メッセージ画面を作成 
ランチャーメニューを作成 
ユーザ意思確認画面の作成 
メニュー（キーリンク機能）の作成 
 

＜カメラコントロール＞ 
写真を撮影，QR コード読み込み 
 

＜GPS コントロール＞ 
GPS 位置（緯度経度・時刻）測位 
 

＜端末情報取得＞ 
携帯電話の内部情報，時刻，電波状況の取得 
 

＜周辺機器連携コントロール＞ 
バーコードリーダ，プリンタ出力 
RFID，マイクロチップの ID を読取 
赤外線通信 
 

＜マルチメディアコントロール＞ 
音声録音，再生，BEEP 音 
 

＜条件分岐＞ 
文字列の比較，数値の比較 
 

＜サーバー連携＞ 
WebDAV 通信，ファイルアップロード， 
メール送信 等 

プログラム 
 

携帯制御 
データファイル 

処理（au）

ベース 

ソフト 

利用 
 

プログラムをサイト

からダウンロード 
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地域業界団体や通信キャリアなどと連携して，社会イン

フラの復旧に関わるサービスを BCP 関連サービスとし

て拡充する予定である。既にその活動は本項「3.2 新た

なサービスにチャレンジ」にも含まれている。 
BCP 関連サービスの実現には，今後の開発で解決すべ

き要求事項，課題がある。それらを以下に示す。 
①安定した情報通信 

災害時にも利用可能な情報通信手段は必須要件となる。

ライフラインの被災によってはパソコンや他の携帯端末

の利用が困難な状況が想定されるため，基本的に携帯電

話のメール機能を用いて情報収集を行なう。携帯電話は，

緊急時のポータビリティやユーザビリティが高く，有効

な情報発信機器である。災害時のメール送信は，携帯通

信会社において対策が施されており，安定した情報収集

が可能であることが分かっている（参考文献 5），6））。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-15 BCP 関連サービスのイメージ 

②安定稼働する情報蓄積環境，地域移行性 
情報が集約されるサーバー等の機器は，災害時にも安

定して稼働する IDC に構築する必要がある。また被災地

域以外で，サービスを早急に立ち上げる仕組みが必要に

なる。サービスの運営は強固な IDC あるいは，クラウド

サービス（後述）の利用を検討する。 
③情報確認，伝達，コントロール 

蓄積および整理された情報は，制約なく早急に確認で

きること，また，円滑に情報分類し分析を実施する必要

がある。各情報には見読性の観点から簡易 GIS 表示機能

や一覧表表示機能，情報検索機能，帳票作成機能などが

想定される。また，情報を収集するだけでなく情報発信

あるいは情報伝達の機能が必要であり。関係者への一斉

情報送信など，官公庁や本部が容易に建設会社に指示・

命令を発信できる機能が必要である。 
BCP 関連サービスは必要度が高まっているが，情報シ

ステムサービスは道具に過ぎない。地域関係者との協議，

調整，訓練を経て実効性のあるものになる。現状のシス

テムサービスを通して，地域密着型で構築する必要があ

る。当社が目指す BCP 関連サービスを図-15 に示す。 
 

4.4 新たな環境への対応 

・新たな環境「クラウド」の評価 

現在の情報産業において「クラウドコンピューティン

グ」，「クラウドサービス」はトレンドとなっている。

クラウドサービスとは，インターネット上の巨大な IT イ

ンフラを社内の IT 資産と同様に利用するサービスであ

り，およそ 3 つの区分が存在している。特定業務向けの

システムサービスを利用する「SaaS（Software as a 
Service）」，システム開発・運用基盤を提供するサービ

ス「PaaS（Platform as a Service）」，自由に使えるイ

ンフラ基盤を提供するサービス「IaaS（Infrastructure as 
a Service）」である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 クラウドサービスの分類と特徴 

適用範囲が広い，社内シス

テム等の移行，負荷変動が

多いサービス向け 

自社向け，商品サービスの

開発と運営，特定業務向け

の開発運営効率化 

特定業務向けの共通サービ

ス，メール，グループウェ

ア等の情報システム基盤 

 
SaaS

（特定サービス） 
Google G-mail 
Microsoft Live 

 PaaS
（開発運営基盤） 
Google APP Engine 
Microsoft Azure 

 
IaaS

（ITインフラ基盤） 
Amazon E2C，AmazonS3 

国内ベンダのサービス（KDDI） 

 

応急復旧時の資機材管理

災害時安否確認 

建設会社BCP 

緊急連絡網の電子掲示 

システムによる指揮命令

重要書類のバックアップ

●ASP による安全かつ安定した情報管理 

●情報一元化による建設協会での情報整理 

●その他機関への情報提供 

●外部システムとの情報連携を行い、有用な情報として提供 

建設協会 

観光協会 

教育機関 

地域住民 

その他機関 

気象予報システム 

地震速報システム 

・・・システム 

その外部システム 

SaaS：Software as a Service の略。ソフトウェアの機能の

うち，ユーザが必要とするものをサービスとして配布

し利用できるようにしたソフトウェアの配布形態。 

PaaS：Platform as a Service の略。アプリケーションソフ

トが稼動するためのハードウェアやOSなどの基盤(プ

ラットフォーム)一式を，インターネット上のサービ

スとして遠隔から利用できるようにしたもの。 

IaaS：Infrastructure as a Service の略。情報システムの

稼動に必要な機材や回線などの基盤(インフラ)を，イ

ンターネット上のサービスとして遠隔から利用でき

るようにしたもの。 
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クラウドサービスを立ち上げる背景には技術革新があ

る。その主な要素とは，１つの CPU 筐体の中に複数の

CPU を実装する「マルチコア CPU」による処理能力の

向上，1 台のコンピュータ内に複数のコンピュータを仮想

的に動かす「仮想化技術」，特定の機器が故障しても継

続して稼働させるため，複数のコンピュータを 1 台のコ

ンピュータとして稼働させる「グリッドコンピュータ」

の技術などである。これらの技術を利用して，Google 社，

Microsoft 社，Amazon 社など，巨大な IT 企業が世界向

けにサービスの拡大を行っている。日本国内でも本年に

入り，大手 SI ベンダなどがサービスを開始している。世

界中のコンピュータが巨大な 1つのコンピュータになり，

ユーザは，それを利用する時代に突入している。 
これらのサービスに共通する特徴は，インフラ整備に

関わる初期投資の低減，保守運営に関わるコストの低減

効果，運用状況による IT インフラの能力，リソースの変

化への即時対応，安定した稼働などが上げられる。ただ

し，現在のところ企業の基幹システムの移行には幾つか

の課題がある。 
・世界のどこにあるか分からないサーバー（実態のサー

バーがどこにあるか分からない）に基幹情報を保管し

て良いのか。 
・インターネット上のサービスを利用してもセキュリテ

ィの問題は無いのか。 
・所定のパフォーマンスが得られるのか。 

などが課題となっているが，既にこれらの課題を解決

するサービスが，出現しつつある。企業グループ内の IT
インフラを集約したパーソナル（企業グループ内）クラ

ウドなどがその例である。 
 

・クラウドに適合するサービスの拡大 

クラウドサービスはサービスの拡大に伴うインフラ投

資，能力強化には欠かせないものになっている。当社と

してもサービスメニューの拡大や，CALS 等の需要拡大

に対応するためクラウドサービスの利用を研究中である。

既に basepage については，クラウドサービス上で稼働さ

せ，機能，パフォーマンスの確認を行っている。引き続

きクラウドを利用するメリットを活かしたサービスメニ

ューの拡充を行う予定である。 
現在稼働している basepageのように 1つのインフラを

用いて，標準化された機能を提供しているサービスでは

ユーザ個別の要求に対応することは困難であるが，同等

のサービス環境を簡単に立ち上げられるため，ユーザの

要望に沿った専用サービスを実現することが可能である。

このメリットを活かし，サービスを拡大する予定である。 
現在計画中のサービスを含め，今後取り組むサービス

には，「特定企業向け専用情報共有システム」，「地域

別災害情報共有システム」，「コンサルタント向け情報

共有システム」などを予定している。 
 

５．さいごに 

“商品企画と市場開拓とを同時進行する”，これは ICT

ソリューション部創設のときに掲げたテーマであった。

同部は，新市場開拓を明確にミッションとした，当社で

初めての部門である。そのために技術と営業が一体とな

った組織構成として，これまでマーケットインとプロダ

クトアウトの両面での新商材・新サービスの開発に取り

組んできた。携帯電話を用いた ASP サービス「災害情報

共有システム」は，技術陣が試作したものを営業が商談

ベースへと提案し，実利用までに展開させた代表的な例

である。 

2006 年創部の頃には名刺交換の度に「ところで，ICT

って何？」と幾度となく聞かれたものである。今では社

会的にもこの呼び名は定着しているが，我々としては，

“ICT”の“C”をコラボレーション，コンサルティング，

コミュニケーションの 3C 戦略。とし，その成果として ICT

ソリューション事業の方も順調に推移している。 

これからは，アプリケーションの多様化と利活用の高

度化とによって，ソリューションサービスには顧客ニー

ズを具現化するための想像力が必要となる。この想像力

こそが，ICT ソリューション部の競争力の源泉であり，こ

れまでに蓄えてきた力を顧客ニーズに向けて開放し，コ

ラボレーションプロバイダとして取り組む考えである。 
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